
告 示

�愛媛県規則第５０号
愛媛県漁業調整規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県漁業調整規則の一部を改正する規則

愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）の一部

を次のように改正する。

第４１条の表１の項禁止区域の欄１のカ及びキ中「越智郡弓

削町」を「越智郡上島町」に改め、同項同欄１のク中「越智

郡岩城村」を「越智郡上島町」に改め、同項同欄１のケから

スまでの規定中「越智郡弓削町」を「越智郡上島町」に改め

、同項同欄２中「越智郡岩城村」を「越智郡上島町」に、「

同郡弓削町」を「同郡上島町」に改め、同項同欄３中「越智

郡魚島村」を「越智郡上島町」に改め、同表２の項同欄１の

ウ及びエ中「越智郡魚島村」を「越智郡上島町」に改め、同

項同欄２のエ中「越智郡岩城村」を「越智郡上島町」に改め

、同項同欄２のオからキまでの規定中「越智郡弓削町」を「

越智郡上島町」に改め、同項同欄３中「越智郡魚島村」を「

越智郡上島町」に改め、同項同欄４中「越智郡弓削町」を「

越智郡上島町」に改め、同表３の項同欄１のク及びケ中「越

智郡岩城村」を「越智郡上島町」に改め、同項同欄１のコ中

「越智郡岩城村」を「越智郡上島町」に、「同郡魚島村」を

「同町」に改め、同項同欄１のサ中「越智郡岩城村」を「越

智郡上島町」に、「同郡魚島村」を「同町」に改め、同項同

欄１のシからソまでの規定中「越智郡弓削町」を「越智郡上

島町」に改め、同項同欄２中「越智郡魚島村」を「越智郡上

島町」に改め、同項同欄３中「越智郡弓削町」を「越智郡上

島町」に改め、同表４の項同欄１のケ中「同郡魚島村」を「

同郡上島町」に改め、同項同欄１のコ中「越智郡岩城村」を

「越智郡上島町」に改め、同項同欄１のサ中「越智郡岩城村

」を「越智郡上島町」に、「同郡魚島村」を「同町」に改め

、同項同欄１のシ中「越智郡魚島村」を「越智郡上島町」に

改め、同項同欄１のス及び同項同欄４中「越智郡弓削町」を

「越智郡上島町」に改め、同項同欄５及び同表５の項同欄１

のウからオまでの規定中「越智郡魚島村」を「越智郡上島町

」に改め、同項同欄１のセ中「越智郡岩城村」を「越智郡上

島町」に改め、同項同欄１のソ中「越智郡弓削町」を「越智

郡上島町」に、「同郡魚島村」を「同町」に改め、同項同欄

１のタ中「越智郡弓削町」を「越智郡上島町」に改め、同項

同欄３中「越智郡魚島村」を「越智郡上島町」に改め、同表

同欄４中「越智郡弓削町」を「越智郡上島町」に改め、同項

同欄２１中「南宇和郡内海村」を「南宇和郡愛南町」に改め、

「同郡御荘町」、「同郡西海町」及び「同郡城辺町」を削り

、同項同欄２５中「南宇和郡内海村」を「南宇和郡愛南町」に

改め、同項同欄２６中「南宇和郡西海町」を「南宇和郡愛南町

」に、「同郡内海村」を「同町」に改め、同項同欄２７及び２８

中「南宇和郡西海町」を「南宇和郡愛南町」に改める。

第４２条の表小型機船底びき網漁業のうち手繰第２種漁業４

月１日から６月３０日までの項禁止区域の欄２中「越智郡魚島

村」を「越智郡上島町」に改める。

第４６条の表１の項�中「南宇和郡内海村」を「南宇和郡愛
南町」に、「同郡西海町」を「同町」に改める。

附 則

この規則は、平成１６年１０月１日から施行する。

�愛媛県告示第２００７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、城辺町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は城辺町の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

城辺町深浦２１６の１、２１６の２、２１８、２１９の１、２２
０の１、２２１の１、２２３、２２９、２３０、２３２、２４０、２４１
の１、２４１の２、２４９の２、２５１、２５２の１、２５２の
２、２５４から２５６まで、２５７の１、２５７の２、１２６４の
１、１２６４の２及び１２６４の３の地先

６，２９８．２９

毎週（火・金）曜日発行 第１５９６号 平成１６年９月２８日

平成１６年９月２８日火曜日 第１５９６号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第２００８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、城辺町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２００９号
化製場等に関する法律に基づく地域の指定（昭和５９年９月

愛媛県告示第１１８４号）の一部を次のように改正し、平成１６年

１０月１日から施行する。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

表御荘町の項を次のように改める。

愛南町 御荘平城

�������
�愛媛県告示第２０１０号
愛媛県建設業者提出書類閲覧所の設置（昭和４７年３月愛媛

県告示第２９１号）の一部を次のように改正し、平成１６年１０月

１日から施行する。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

表位置の欄中「御荘町」を「愛南町」に改める。

�愛媛県告示第２０１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０１３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

深浦 城辺町深浦２１６の１、２１６の２、２１８、２１９
の１、２２０の１、２２１の１、２２３、２２９、２３
０、２３２、２４０、２４１の１、２４１の２、２４９の
２、２５１、２５２の１、２５２の２、２５４から２５
６まで、２５７の１、２５７の２、１２６４の１、１
２６４の２及び１２６４の３の地先公有水面埋
立地

６，２９８．２９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 坊屋敷小田線
喜多郡内子町大瀬南５６２５番４から

同町大瀬南５１０３番２まで

旧 ４．６～１４．８ ０．１８９

新 ４．６～１４．８
９．３～２６．８

０．１８９
０．１４２

〃 〃
喜多郡内子町大瀬南５１０３番２から

同町大瀬南５６０９番まで

旧 ５．２～１０．３ ０．０５７

新 ５．２～１０．３
６．９～９．８

０．０５７
０．０４１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 坊屋敷小田線
喜多郡内子町大瀬南５６２５番４から

同町大瀬南５１０３番２まで
平成１６年９月２８日

〃 〃
喜多郡内子町大瀬南５１０３番２から

同町大瀬南５６０９番まで
〃

愛 媛 県 報平成１６年９月２８日 第１５９６号

９６８



公 告

�������
�愛媛県告示第２０１４号
指定金融機関等の名称、位置、取り扱う事務の範囲等（昭

和４８年９月愛媛県告示第８２２号）の一部を次のように改正し

、平成１６年１０月１日から施行する。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

三の項�の表�の項を次のように改める。

� 株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号

三の項�１の表名称の欄及び同項�２中「西日本銀行」を
「西日本シティ銀行」に改める。

１ 給 与 水 準

県職員の給与水準は、ラスパイレス指数で表されますが、本県の平成１５年度におけるラスパイレス指数は、１０２．２です。

ラスパイレス指数とは、各地方公共団体の学歴別・経験年数別の職員数が国家公務員のそれと同じであると仮定し、その職

員数に各地方公共団体の平均給料月額を乗じて得られる給料総額が国家公務員の給料総額に対してどのような割合になるかを

示す指数ですが、上記の本県ラスパイレス指数は、本県の一般行政職の給与水準を、国家公務員の行政職俸給表�適用者のそ

れを１００として比較したものです。

２ 人 件 費 の 状 況

人件費には、一般職の職員（警察関係職員、教育関係職員及び一般行政関係職員をいう。以下同じ。）に支給する給与と、

特別職の職員に支給する知事等特別職の給与、議員の報酬及び期末手当並びに委員等報酬のほか、地方公務員共済組合負担金

、退職手当、恩給及び退職年金、災害補償費等が含まれています。

平成１５年度における普通会計の決算による人件費の状況は、次の表のとおりです。

�公 告

愛媛県職員の給与及び定員の実態を次のとおり公表します。

平成１６年９月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１６松局伊土検（開）第３２号

平成１６年９月１５日

伊予郡松前町大字永田４９７番、４９８番１、４９９番４、４９９番５、４９９番
６、５００番３、５００番４及び５００番５

松山市祝谷五丁目２番１４号
松山パイオニア石油株式会社
代表取締役 稲 田 直 美

１６西局建（開）第１１号

平成１６年９月１６日

西条市飯岡字笠二谷１５５１番１、１５５１番４、１５５１番５並びに同市飯岡
字北山１５４７番２、１５４８番８、１５４８番９、１５４８番１０及び１５４８番１１

西条市天神１番地１０８
浅 野 修 司

１６西局丹土（開）第１０号

平成１６年９月１６日

周桑郡小松町大字新屋敷字三ノ坪甲１０５２番１、甲１０５３番、甲１０５４番
、甲１１４９番１、甲１１４９番２、甲１１４９番８、甲１１４９番９、甲１１５１番１
、甲１１５２番１、甲１１４２番３、甲１１４３番５及び甲１１４３番６

松山市朝生田町一丁目９番３号
有限会社 善
代表取締役 陳 敬 子

区 分
住民基本台帳人口
（平成１５年度末）

歳 出 額
（Ａ）

実 質 収 支
人 件 費

（Ｂ）
人 件 費 率
（Ｂ／Ａ）

平 成１４年 度
の 人 件 費 率

１５年度
人

１，４９６，９２９
千円

６３５，５７７，２９６
千円

２６，９２９
千円

１９１，０９８，７４６
％

３０．１
％

２７．９

愛 媛 県 報平成１６年９月２８日 第１５９６号
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３ 職 員 給 与 費 の 状 況

職員給与費とは、人件費のうち、一般職の職員に対して支給される給料及び扶養手当、通勤手当、住居手当、超過勤務手当

、期末・勤勉手当等の諸手当に要する経費であり、退職手当に要する経費は含まれていません。

平成１６年度６月議会の補正後の歳出予算における職員給与費の状況は、次の表のとおりです。

４ 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況

本県では、行政職給料表、公安職給料表、中学校・小学校教育職員給料表、高等学校等教育職員給料表など９種類の給料表

を国に準じて定めているほか、技能労務職員の給料表を定めています。

平成１６年４月１日現在における職員数（企業会計関係職員２，１４９人は、含みません。）は、２１，１１７人です。

このうち、代表的な職種である一般行政職（行政職給料表適用者のうち、税務事務に従事する職員、船員並びに愛媛県立保

育専門学校及び愛媛県立歯科技術専門学校において教育業務に従事する職員（以下「税務職員等」という。）を除いた職員を

いう。以下同じ。）４，６６１人（２２．１パ－セント）、公安職２，３１１人（１０．９パ－セント）、中学校・小学校教育職８，５２０人（４０

．３パ－セント）、高等学校教育職３，０３１人（１４．４パ－セント）及び技能労務職５４８人（２．６パ－セント）の職員の平均給料月

額及び平均年齢の状況は、次の表のとおりです。

５ 職員の初任給の状況

平成１６年４月１日現在における一般行政職、公安職、中学校・小学校教育職及び高等学校教育職の職員の初任給を国のそれ

と比較した状況は、次の表のとおりです。

区 分 職 員 数
（Ａ）

給 与 費 １人当たり
平均給与費
（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

１６年度
人

２１，３６５
千円

９５，６８２，５９３
千円

１６，９３７，２４２
千円

３８，８０６，０９４
千円

１５１，４２５，９２９
千円

７，０８８

注 職員数及び給与費は、平成１６年度予算（６月補正後）に計上された数値であり、職員数は、４及び１１に掲げる数（平成

１６年４月１日現在の実職員数）とは一致しません。

区 分

一 般 行 政 職 公 安 職 中 学 校 ・ 小 学 校
教 育 職 高 等 学 校 教 育 職 技 能 労 務 職

行政職給料
表適用者（
税務職員等
を除く。）

公安職給料
表適用者

中学校・小
学校教育職
員給料表適
用者

高等学校等
教育職員給
料表適用者

技能労務職
に係る給料
表適用者

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

愛 媛 県
円

３５９，２４１
４２歳

３月

円
３６７，１７４

４１歳

１１月

円
３８４，７８９

４１歳

５月

円
３７１，２２７

４０歳

１１月

円
３１９，１５０

４４歳

２月

注 平均給料月額は、単純平均したものであり、学歴、経験年数、職位等の要素は、考慮に入れていません。

区 分
愛 媛 県 国

決 定 初 任 給 採 用 ２ 年 経 過
日 給 料 月 額 初 任 給 採 用 ２ 年 経 過

日 給 料 月 額

一 般 行 政 職
大 学 卒 １７０，７００円 １８４，４００円

�種 １７９，８００円 １９８，６００円

�種 １７０，７００円 １８４，４００円

高 校 卒 １３８，８００円 １４８，５００円 �種 １３８，８００円 １４８，５００円

公 安 職
大 学 卒 １９８，５００円 ２１４，７００円 １９８，５００円 ２１４，７００円

高 校 卒 １５６，７００円 １７７，４００円 １５６，７００円 １７７，４００円

中学校・小学

校 教 育 職
大 学 卒 １９８，７４４円 ２１３，２００円 １９８，７４４円 ２１３，２００円
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６ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数とは、おおむね次のとおりです。

� 学歴取得後直ちに本県へ就職した者 県職員として在職した年数

� 学歴取得後無職の期間又は他へ就職していた期間を経て本県へ就職した者 無職の期間の４分の１及び他へ就職してい

た期間のおおむね１０分の８の期間と県職員として在職した期間とを合算した年数

平成１６年４月１日現在における一般行政職、公安職、中学校・小学校教育職、高等学校教育職及び技能労務職の職員の経験

年数別・学歴別平均給料月額の状況は、次の表のとおりです。

７ 一般行政職の級別職員数の状況

本県における一般行政職の職員に適用される行政職給料表は、職務により１級から１１級までの１１区分に分かれており、これ

らは、国の行政職俸給表�の区分と同じです。

平成１６年４月１日現在における級別職員数とその構成比は、次の表のとおりです。

高 等 学 校

教 育 職
大 学 卒 １９８，７４４円 ２１３，２００円 １９８，７４４円 ２１３，２００円

注 国の中学校・小学校教育職及び高等学校教育職については、平成１６年４月１日に国立大学等が法人化されたことにより

対象職員はいません。

区 分 経 験 年 数 １０ 年 経 験 年 数 １５ 年 経 験 年 数 ２０ 年

一 般 行 政 職
大 学 卒 ２７７，７１２円 ３４４，０５０円 ３９４，２８８円

高 校 卒 ２１５，３４４円 ２７８，４０９円 ３３８，８６０円

公 安 職
大 学 卒 ２９２，０７４円 ３６５，４２４円 ４１１，５２９円

高 校 卒 ２４５，７８３円 ３０７，５７５円 ３７３，４８３円

中 学 校 ・ 小 学 校

教 育 職
大 学 卒 ３１１，１０８円 ３７１，６７０円 ４０７，０６５円

高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 ３２０，２４５円 ３７５，５５２円 ４１２，３７４円

技 能 労 務 職 高 校 卒 ２０１，１４４円 ２４２，７０７円 ２７７，２００円

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級 ９ 級 １０ 級 １１ 級 計

標準的な職

務 の 内 容

主 事

技 師

主 事

技 師

主 事

技 師
主 査 係 長 専門員

課 長

補 佐
課 長 参 事 局 長 部 長

職 員 数
人
３６

（ ０）

人
２５１
（ ０）

人
３６３
（ ６）

人
４９９
（ ０）

人
５８０
（ ０）

人
１，０２９
（ ０）

人
１，１７３
（ ０）

人
５６９
（ ０）

人
９３

（ ０）

人
５２

（ ０）

人
１６

（ ０）

人
４，６６１
（ ６）

構 成 比
％
０．８
（ ０）

％
５．４
（ ０）

％
７．８

（１００．０）

％
１０．７
（ ０）

％
１２．４
（ ０）

％
２２．１
（ ０）

％
２５．２
（ ０）

％
１２．２
（ ０）

％
２．０
（ ０）

％
１．１
（ ０）

％
０．３
（ ０）

％
１００．０
（１００．０）

１ 年 前 の

構 成 比

％
０．８
（ ０）

％
６．３
（ ０）

％
７．３

（１００．０）

％
１２．１
（ ０）

％
１１．９
（ ０）

％
２２．３
（ ０）

％
２４．３
（ ０）

％
１２．０
（ ０）

％
１．６
（ ０）

％
１．１
（ ０）

％
０．３
（ ０）

％
１００．０
（１００．０）

５ 年 前 の

構 成 比

％
１．０

％
６．０

％
１２．０

％
１２．１

％
１１．５

％
２４．２

％
１８．９

％
１１．３

％
１．６

％
１．１

％
０．３

％
１００．０

注１ 標準的な職務の内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員数とその構成比であり、外書きです。

本県の状況を国と比較して図示すると、次のとおりです。
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８ 昇給期間短縮の状況

５５歳未満の職員は、１２月ないし２４月の期間を良好な成績で勤務すれば、昇給できることになっていますが、勤務成績が特に

優秀な職員、良好な成績で多年勤続し退職する職員等については、国に準じて、その期間を短縮して昇給できるようになって

おり、これを特別昇給といいます。

また、新たに採用された職員についても、国に準じて、一定の条件を設けて昇給期間を短縮しています。

これらの昇給期間短縮の実施状況は、次の表のとおりです。

９ 職 員 手 当 の 状 況

職員には、基本給としての給料のほか、各職員の生活実態及び勤務条件の違い等を考慮して、各種の手当を支給しています

。

主な手当は、次の表のとおりであり、おおむね国と同じ内容となっています。

なお、調整手当は、医師の採用を容易にするとともに、生計費の高い地域における生活状況を考慮して、また、特殊勤務手

当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に、その勤務の特殊性に基づき、それぞれ支給するものです

。

� 扶養手当

１級
０．８％

９級 １０級 １１級
２．０％ １．１％ ０．３％

愛
媛
県

２級
５．４％

３級
７．８％

４級
１０．７％

５級
１２．４％

６級
２２．１％

７級
２５．２％

８級
１２．２％

国
２級
７．４％

３級
１７．６％

４級
１９．６％

５級
１１．０％

６級
１７．７％

７級
１１．１％

８級
９．４％

１級
２．３％

９級 １０級 １１級
１．９％ １．１％ ０．９％

区 分 一般行政職 公 安 職
中学校・小

学校教育職

高 等 学 校

教 育 職
技能労務職 計

１５

年

度

職 員 数（Ａ） ４，６９１人 ２，２６９人 ８，６４３人 ３，０８３人 ５７５人 １９，２６１人

成 績 特 昇（Ｂ） ７０３人 ３４０人 １，２９６人 ４６２人 ８６人 ２，８８７人

比 率（Ｂ／Ａ） １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％

退職時特昇（Ｃ） ８８人 ５９人 １６２人 １０５人 ２４人 ４３８人

比 率（Ｃ／Ａ） １．９％ ２．６％ １．９％ ３．４％ ４．２％ ２．３％

初任給短縮（Ｄ） ９４人 １５８人 １９５人 １５３人 ２人 ６０２人

比 率（Ｄ／Ａ） ２．０％ ７．０％ ２．３％ ５．０％ ０．３％ ３．１％

１４

年

度

職 員 数（Ａ） ４，７４４人 ２，２１６人 ８，６１２人 ３，１３５人 ６００人 １９，３０７人

成 績 特 昇（Ｂ） ７１１人 ３３２人 １，２９１人 ４７０人 ９０人 ２，８９４人

比 率（Ｂ／Ａ） １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％

退職時特昇（Ｃ） １１９人 ４４人 １４８人 １４４人 １２人 ４６７人

比 率（Ｃ／Ａ） ２．５％ ２．０％ １．７％ ４．６％ ２．０％ ２．４％

初任給短縮（Ｄ） １２３人 １２１人 １９２人 １９５人 ８人 ６３９人

比 率（Ｄ／Ａ） ２．６％ ５．５％ ２．２％ ６．２％ １．３％ ３．３％
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� 調整手当

� 住居手当

� 通勤手当

区 分 配 偶 者
配偶者以外の
扶養親族のう
ち２人まで

扶養親族でない
配偶者を有する
職員の扶養親族
のうち１人

配偶者のない
職員の扶養親
族のうち１人

そ の 他 の

扶 養 親 族

満１５歳に達する日後の最初
の年度初めから満２２歳に達
する日以後の最初の年度末
までの子

愛 媛 県 １３，５００円 ６，０００円 ６，５００円 １１，０００円 ５，０００円 １人につき５，０００円加算

国 １３，５００円 ６，０００円 ６，５００円 １１，０００円 ５，０００円 １人につき５，０００円加算

区 分 支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 国の支給率
支 給 対 象 職 員 １ 人

当 た り 平 均 支 給 年 額

医 師 １０％ ３２人 １０％

６０２，１６９円

医 師 以 外

東 京 都 （ 特 別 区 ） １２％ ２７人 １２％

大 阪 府 （ 大 阪 市 ） １０％ ６人 １０％

注１ 支給対象職員数は、平成１６年４月１日現在の職員数です。

２ 支給対象職員１人当たり平均支給年額は、平成１５年度の実績によるものです。

区 分 借 家 ・ 借 間 居 住 者 持 家 居 住 者

愛 媛 県

全 額 支 給 限 度 額 １１，０００円

持 家 居 住 者 ３，５００円

最 高 支 給 限 度 額 ２７，０００円

国

全 額 支 給 限 度 額 １１，０００円

新築・購入から５年間 ２，５００円

最 高 支 給 限 度 額 ２７，０００円

区 分 交通機関利用者 交 通 用 具 使 用 者

最長６箇月の定期
券等の価額による一
括支給
（一箇月当たりの支
給限度額６０，０００円）

片道５�未満 ２，５００円 片道５０�以上５５�未満 ２６，５００円

片道５�以上１０�未満 ４，９００円 片道５５�以上６０�未満 ２８，８００円

片道１０�以上１５�未満 ８，１００円 片道６０�以上６５�未満 ３１，１００円

片道１５�以上２０�未満 １０，４００円 片道６５�以上７０�未満 ３３，４００円

愛 媛 県
片道２０�以上２５�未満 １２，７００円 片道７０�以上７５�未満 ３５，７００円

片道２５�以上３０�未満 １５，０００円 片道７５�以上８０�未満 ３８，０００円

片道３０�以上３５�未満 １７，３００円 片道８０�以上８５�未満 ４０，３００円

片道３５�以上４０�未満 １９，６００円 片道８５�以上９０�未満 ４２，６００円

片道４０�以上４５�未満 ２１，９００円 片道９０�以上９５�未満 ４４，９００円

片道４５�以上５０�未満 ２４，２００円 片道９５�以上 ４７，２００円

最長６箇月の定期
券等の価額による一
括支給
（一箇月当たりの支
給限度額５５，０００円）

片道５�未満 ２，０００円 片道５０�以上５５�未満 ２２，７００円

片道５�以上１０�未満 ４，１００円 片道５５�以上６０�未満 ２３，６００円

片道１０�以上１５�未満 ６，５００円 片道６０�以上 ２４，５００円

片道１５�以上２０�未満 ８，９００円

国
片道２０�以上２５�未満 １１，３００円

片道２５�以上３０�未満 １３，７００円

片道３０�以上３５�未満 １６，１００円

片道３５�以上４０�未満 １８，５００円

片道４０�以上４５�未満 ２０，９００円

片道４５�以上５０�未満 ２１，８００円
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� 特殊勤務手当

� 超過勤務手当

� 期末・勤勉手当

� 退職手当

職員全体に占
める手当支給
職員数の割合

支給対象職員
１ 人 当 た り
平均支給年額

手 当 数
代 表 的 な 手 当 の 名 称

支 給 額 の 多 い 手 当 多 く の 職 員 に 支 給
さ れ て い る 手 当

５５．４％ ５７，９１２円 ５９

１ 教員特殊業務手当

２ 教育業務連絡指導手当

３ 私服員が主として従事する
犯罪予防若しくは捜査又は被
疑者逮捕作業手当

４ 夜間特殊作業手当

５ 警ら作業手当

１ 教員特殊業務手当

２ 教育業務連絡指導手当

３ 緊急業務処理作業手当

４ 私服員が主として従事する
犯罪予防若しくは捜査又は被
疑者逮捕作業手当

５ 死体取扱作業手当

注 支給対象職員１人当たり平均支給年額は、平成１５年度の実績によるものです。

区 分 支 給 総 額 職員１人当たり平均支給年額

１５ 年 度 ３，４４６，１２８千円 １８１千円

１４ 年 度 ３，６０１，００７千円 １８９千円

区 分 愛 媛 県 国

期 末 手 当

６ 月 期 １．４ 月分 （０．７５月分） １．４ 月分 （０．７５月分）

１２ 月 期 １．６ 月分 （０．８５月分） １．６ 月分 （０．８５月分）

計 ３．０ 月分 （１．６月分） ３．０ 月分 （１．６月分）

勤 勉 手 当

６ 月 期 ０．７ 月分 （０．３５月分） ０．７ 月分 （０．３５月分）

１２ 月 期 ０．７ 月分 （０．３５月分） ０．７ 月分 （０．３５月分）

計 １．４ 月分 （０．７月分） １．４ 月分 （０．７月分）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 有

注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、６月期と１２月期の期末手当のうち、それぞれ０．２月分を勤勉手当に

振り替えています。

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員に係る支給割合です。

区 分
愛 媛 県 国

自 己 都 合 勧 奨 ・ 定 年 自 己 都 合 勧 奨 ・ 定 年

勤 続 ２０ 年 ２１．０ 月分 ２８．０８７５月分 ２１．０ 月分 ２８．０８７５月分

勤 続 ２５ 年 ３３．７５月分 ４３．３３５月分 ３３．７５月分 ４３．３３５月分

勤 続 ３５ 年 ４７．５ 月分 ６０．９９ 月分 ４７．５ 月分 ６０．９９ 月分

最 高 限 度 額 ６０．０ 月分 ６０．９９ 月分 ６０．０ 月分 ６０．９９ 月分

そ の 他 の 加 算 措 置
定年前早期退職者特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職者特例措置
（２％～２０％加算）
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１０ 特別職の報酬等の状況

１１ 定員の状況

平成１５年及び平成１６年の各年の４月１日現在の部門別職員数の状況と平成１６年の職員数の主な増減理由並びに定員適正化計
ちょく

画の数値目標及び進捗状況は、次のとおりです。

� 部門別職員数の状況と平成１６年の職員数の主な増減理由

（各年４月１日現在）

平成１６年４月１日現在における特別職の職員の給料又は報酬月額及び期末手当の支給割合は、次の表のとおりです。

１ 人 当 た り

平 均 支 給 額

公 安 職 ３１４千円 ２８，６０８千円

教 育 職 ２，９１６千円 ２８，７７２千円

そ の 他 ４，３３５千円 ２６，７８８千円

注１ １人当たり平均支給額は、平成１５年度の実績によるものです。

２ １人当たり平均支給額その他の欄は、公安職及び教育職を除くすべての職員に係るものです。

区 分 給 料 又 は 報 酬 月 額 期 末 手 当

知 事 １，２５４，０００円 （１，３２０，０００円）

副 知 事 ９５９，５００円 （１，０１０，０００円） ６月期 １．６ 月分

出 納 長 ８３６，０００円 （ ８８０，０００円） １２月期 １．７ 月分

議 長 ９２１，５００円 （ ９７０，０００円） 計 ３．３ 月分

副 議 長 ８２６，５００円 （ ８７０，０００円）

議 員 ７７９，０００円 （ ８２０，０００円）

注 給料又は報酬月額は、知事等の給与の特例に関する条例（平成１４年愛媛県条例第５号）及び愛媛県議会議員の報酬の特

例に関する条例（平成１５年愛媛県条例第４１号）に基づき５％減額した後の額であり、（ ）内は減額前の額を記載してい

ます。

職 員 数 対 前 年

増 減 数
主 な 増 減 理 由

平成１５年 平成１６年

一般

行政

部門

議 会 ３６ ３６ ０

総 務 企 画 ６７０ ６７２ ２ 危機管理体制の強化

税 務 １８９ １９１ ２ 市町村合併に伴う税務オンラインシステム変更業務の増

民 生 ３６１ ３５３ △ ８ 市町村合併に伴う生活保護業務の減

衛 生 ６０５ ６０２ △ ３ 医療技術大学開設準備業務の終了

労 働 ９７ ９０ △ ７ 労政業務の効率化による減

農 林 水 産 １，２８１ １，２６７ △ １４ 農業改良普及体制の効率化による減

商 工 ２１８ ２２２ ４ 南予地域観光振興イベント開催業務の増

土 木 １，０７９ １，０６１ △ １８ 公共事業の縮小に伴う減

小 計 ４，５３６
（５）

４，４９４
（８）

△ ４２
（３）
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特別

行政

部門

教 育 １４，０７１ １３，８８３ △１８８ 児童生徒数の減少による教職員の減

警 察 ２，７０４ ２，７４０ ３６ 警察官の増員

小 計 １６，７７５
（９）

１６，６２３
（４）

△１５２
（△ ５）

合 計 ２１，３１１
（１４）

２１，１１７
（１２）

△１９４
（△ ２）

注１ 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者及び派遣職員を含み、臨時又は非常勤

の職員は含まれていません。

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員の数であり、外書きです。

３ この表は、従事する職務の部門ごとの職員の集計であり、前記４、７及び８の適用給料表ごとに集計した職員数とは

一致しません。

４ 一般行政部門には、知事の事務部局（愛媛県立医療技術大学及び愛媛県立医療技術短期大学を除く。）のほか、人事

委員会、議会、監査委員及び地方労働委員会の事務部局が含まれています。

ちょく

� 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

ア 定員適正化目標（率・数）

平成１４年度から平成１７年度までの４年間で一般行政部門の職員数を２．０％（９２人）削減する計画を、１年前倒しで達

成しました。

イ 定員適正化手法の概要

スクラップ・アンド・ビルドの徹底、事務事業や組織・機構の整理合理化、アウトソーシングの推進、ＩＴ技術の積

極的な活用、中長期的視点に立った計画的な職員採用などにより定員の縮減及び増員の抑制に努めました。
ちょく

ウ 定員適正化計画の進捗状況（実績）

（各年４月１日現在）

区 分
平成１３年

（計画前年）

平成１４年

（計画１年目）

平成１５年

（計画２年目）

平成１６年

（計画３年目）
計

（ 参 考 ）

数 値 目 標

減 員 ８６ ９６ ８０ ２６２

一般行政部門
増 員 ７０ ６２ ３８ １７０

差 引 △１６ △３４ △４２ △９２（１００．０％） △９２

職 員 数 ４，５８６ ４，５７０ ４，５３６ ４，４９４ ４，４９４ ４，４９４

注１ 計画期間は、平成１４年度から平成１７年度までの４年間でしたが、１年前倒しの３年間で数値目標を達成しました。
ちょく

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示すものです。

ちょく

エ 定員適正化計画の進捗状況（実績）の内訳

（各年４月１日現在）

区 分
平成１３年

（計画前年）
平成１４年

（計画１年目）
平成１５年

（計画２年目）
平成１６年

（計画３年目）
計 手法（事由）の概要

減 員 ０ １ ０ １

議 会
増 員 ０ ０ ０ ０

差 引 ０ △１ ０ △１

職員数 ３７ ３７ ３６ ３６ ３６

減 員 ３１ ２０ ９ ６０ （減員）

一 総 務

企 画

増 員 ２２ １０ １１ ４３ 広域文化交流業務の減等

差 引 △９ △１０ ２ △１７ （増員）

職員数 ６８９ ６８０ ６７０ ６７２ ６７２ 危機管理体制の強化等
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雑 報

�公示送達
住所不明（ただし、住民票の住所 大阪府柏原市大字太平

寺８１８番地の３） 村井 公男

住所不明（ただし、住民票の住所 京都府京都市北区紫竹

西野山町４４番地の５杉山マンション２０５号） 濱松 一郎

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第６６条第３項の規定

に基づき上記の者に送達すべき次の書類は、当収用委員会事

務局（愛媛県土木部管理局用地課）において保管してあるの

で、出頭の上、その交付を受けてください。

なお、この書類を受領しないときは、土地収用法施行令（

昭和２６年政令第３４２号）第５条第５項の規定により、平成１６

年１０月１４日を経過した時にその書類の送達があったものとみ

なされます。

平成１６年９月２８日

愛媛県収用委員会

会長 矢野 隆三

平成１６年９月１４日付け裁決書

減 員 ０ ４ ０ ４ （増員）

税 務
増 員 ５ ０ ２ ７ 市町村合併に伴う税務オンラインシステム変更業務の増等

般 差 引 ５ △４ ２ ３

職員数 １８８ １９３ １８９ １９１ １９１

民 生

減 員 ６ １７ １６ ３９ （減員）

増 員 １１ ３ ８ ２２ 市町村合併に伴う生活保護業務の減等

差 引 ５ △１４ △８ △１７ （増員）

行 職員数 ３７０ ３７５ ３６１ ３５３ ３５３ 児童相談業務体制の強化等

衛 生

減 員 ６ １１ １０ ２７ （減員）

増 員 １３ １８ ７ ３８ 医療技術大学開設準備業務の終了等

差 引 ７ ７ △３ １１ （増員）

職員数 ５９１ ５９８ ６０５ ６０２ ６０２ 廃棄物対策業務体制の強化

政

労 働

減 員 １ ３ ７ １１ （減員）

増 員 １ ０ ０ １ 労政業務体制の効率化による減等

差 引 ０ △３ △７ △１０

職員数 １００ １００ ９７ ９０ ９０

農 林

水 産

減 員 ２６ ２４ １６ ６６ （減員）

部 増 員 ５ １０ ２ １７ 農業改良普及体制の効率化による減等

差 引 △２１ △１４ △１４ △４９ （増員）

職員数 １，３１６ １，２９５ １，２８１ １，２６７ １，２６７ 補助事業指導・監督体制の強化

商 工

減 員 ４ ０ ３ ７ （減員）

増 員 １１ ２１ ７ ３９ 工業技術研究体制の効率化による減等

門 差 引 ７ ２１ ４ ３２ （増員）

職員数 １９０ １９７ ２１８ ２２２ ２２２ 南予地域観光振興イベント開催業務の増等

土 木

減 員 １２ １６ １９ ４７ （減員）

増 員 ２ ０ １ ３ 公共事業の縮小に伴う減等

差 引 △１０ △１６ △１８ △４４ （増員）

職員数 １，１０５ １，０９５ １，０７９ １，０６１ １，０６１ 土地開発公社派遣職員の増
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